
 

１ 決算の背景 

（１）令和元年度当初の経済見通し 

  ・国内総生産 ５６６.１兆円（名目） 

・経済成長率 名目＋２.４％、実質＋１.３％ 

 

（２）国の令和元年度当初予算 

  ア 一般会計の規模 

   １０１兆４,５７１億円（対前年度比＋３兆７,４４３億円、＋３.８％） 

  イ 一般歳出（国債及び地方交付税等、東日本大震災復興特別会計への繰入れを除く歳出） 

   ６１兆９,６３９億円（対前年度比＋３兆６８０億円、＋５.２％） 

  ウ 財政投融資計画 

   １３兆１,１９４億円（対前年度比△１兆３,４３７億円、△９.３％） 

 

（３）地方財政の概要 

  ア 地方財政対策の概要 

令和元年度地方財政対策では、極めて厳しい地方財政の現状及び現下の経済情勢等を踏まえ、歳出

面においては、人づくり革命の実現や地方創生の推進、防災・減災対策等に対応するために必要な経

費を計上するとともに、社会保障関係費の増加を適切に反映した計上を行う一方、国の取組と基調を

合わせた歳出改革を行うこととされた。 

また、歳入面においては、地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、平

成３０年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として、引き

続き生ずることとなった大幅な財源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適切な補填

措置を講じることとされた。 

  イ 地方財政計画の規模 

  ・通常収支分 

   ８９兆５,９３０億円（対前年度比＋２兆６,９５７億円、＋３.１％） 

   （歳入）地方税 ＋１.９％、国庫支出金 ＋７.８％、地方債 ＋２.３％ 

   （歳出）一般行政経費 ＋３.７％、公債費 △２.４％、投資的経費 ＋１２.０％ 

  ・東日本大震災分（平成２４年度から東日本大震災の復旧・復興事業等について区分するため策定） 

① 復旧・復興事業分 １兆９８７億円（対前年度比△９２億円、△０.８％） 

   （歳入）震災復興特別交付税 △４.２％、国庫支出金 ＋１.２％ 

   （歳出）一般行政経費 △１７.９％、投資的経費 ＋６.８％ 

② 全国防災事業分 １,０５８億円（対前年度比＋２３億円、＋２.２％） 

（歳入）地方税 ＋２.３％ 一般財源充当分 ＋２.０％ 

（歳出）公債費 ＋２.２％ 

ウ 地方交付税総額（震災復興特別交付税除く） 

   １６兆１,８０９億円（対前年度比＋１,７２４億円、＋１.１％） 

 

（４）国及び地方財政の補正措置 

ア 国 

  ・補正予算第１号（令和２年１月） 

     歳出面では、令和元年１２月に閣議決定された「安心と成長の未来を拓く総合経済対策」を実行

するため、以下の経費等が計上された。 

・災害からの復旧・復興と安心・安全の確保 

・経済の下振れリスクを乗り越えようとする者への重点支援 

・未来への投資と東京オリンピック・パラリンピック後も見据えた経済活力の維持・向上 
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また、歳入面では、公債金、前年度剰余金等が追加計上された。 

    この結果、一般会計予算の規模は、歳入歳出とも令和元年度当初予算に対し、３兆１,９４６億円

増加し、１０４兆６,５１７億円となった。 

   

イ 地方 

国の補正予算により、国税収入の減額補正等に伴い地方交付税が減額されるとともに、歳出の追

加に伴う地方負担の増加が生じることから、以下の財政措置が講じられた。 

・国税収入の減額に伴う地方交付税法定率分の減については、一般会計からの加算等により令和

元年度当初の地方交付税総額を確保 

・幼児教育・保育の無償化に係る地方負担の増加に対応するため、子ども・子育て臨時交付金の

増額 

・投資的経費に係る地方負担額等については、原則として、地方負担額の１００％まで地方債を

充当できることとし、後年度における元利償還金の５０％を基準財政需要額に算入し、残余に

ついては単位費用により措置 

地方公務員の給与改定について、｢地方公務員法｣の趣旨に沿って適切に対応するよう通知された

が、当該給与改定に係る一般財源所要額については、地方財政計画上の追加財政需要額の一部によ

り対応することとされた。 

 

（５）令和元年度の経済実績 

  ・国内総生産 ５５９.７兆円（名目） 

・経済成長率 名目＋０.５％、実質△０.３％ 

 

令和元年度の日本経済は、年度前半では海外経済の減速などから外需がマイナスの影響をもたらした

ものの、個人消費や設備投資など内需が増加し、緩やかな景気回復が続いた。その後、10月の消費税率

引上げに伴う駆け込み需要の反動減に加え、台風や暖冬の影響により、個人消費は落ち込んだが、雇用・

所得環境の改善が続く中で、持ち直しの動きが続いていた。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の影響による個人消費の減少、海外経済の悪化と訪日外国人旅行

者数の減少などの影響により、年度末にかけて、内需と外需のいずれにおいても日本経済は厳しい状況

となった。 
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２ 決算規模 

・歳入総額：８,６９１億円（前年度８,５２６億円） 

・歳出総額：８,３５１億円（前年度８,１９０億円） 

歳入は対前年度比＋１.９％（＋１６５億円）、歳出は同＋２.０％（＋１６０億円）で、歳入歳出と

もに４年ぶりの増加となった。３５市町村で実質収支が赤字の団体はなかった。 

 

（第１表）決算規模の状況 

 （単位：千円、％）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度 平成30年度 増減額 増減率

市町村計 869,057,762 852,558,828 16,498,934 1.9

市　計 704,019,486 694,668,017 9,351,469 1.3

町村計 165,038,276 157,890,811 7,147,465 4.5

市町村計 835,079,471 819,045,691 16,033,780 2.0

市　計 679,554,630 669,646,280 9,908,350 1.5

町村計 155,524,841 149,399,411 6,125,430 4.1

増減比較

歳
　
出

区    分

歳
　
入

決　　算　　額
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３ 決算収支 

   実質収支は、２６５億円（対前年度比△３.８％）となった。 

   単年度収支は、１０億円の赤字（前年度は２億円の黒字）となった。赤字団体は１８団体（６市、

１２町村）であった。 

 実質単年度収支は、２０３億円の赤字（前年度は１３２億円の赤字）で、４年連続の赤字となった。

赤字団体は２３団体（１１市、１２町村）であった。 

 

（第２表）決算収支の状況 

    （単位：千円、％） 

 

 

 

＜第１図＞ 実質収支比率 

 

 

 

令和元年度 平成30年度 増減額 増減率

歳入総額(A) 869,057,762 852,558,828 16,498,934 1.9

歳出総額(B) 835,079,471 819,045,691 16,033,780 2.0

形式収支(C=A-B) 33,978,291 33,513,137 465,154 1.4

翌年度へ繰り越すべき財源(D) 7,501,263 5,992,280 1,508,983 25.2

実質収支(E=C-D) 26,477,028 27,520,857 △ 1,043,829 △ 3.8

単年度収支(F) △ 1,043,829 205,496 △ 1,249,325 △ 608.0

積立金(G) 3,265,479 3,177,796 87,683 2.8

繰上償還金(H) 1,306,570 1,311,590 △ 5,020 △ 0.4

積立金取崩額(I) 23,849,992 17,885,714 5,964,278 33.3

実質単年度収支(J=F+G+H-I） △ 20,321,772 △ 13,190,832 △ 7,130,940 △ 54.1

増減比較
区　　　　　　分

決　算　額
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４ 歳入の概要 

（１）歳入決算額の状況 

「市町村税」は、市町村民税（法人税割）が１３.１％の減となったものの、固定資産税や軽自動車

税が増となったことなどにより、対前年度比＋０.３％（＋８.９億円）となった。 

「地方交付税」は、普通交付税では１.２％の増、特別交付税では９.８％の増となり、全体では２.

２％（＋２４億円）の増となった。 

「地方債」は、単独災害復旧事業債、学校教育施設整備事業債等が増となった一方で、旧市町村合

併特例事業債や過疎対策事業債が減となったことにより、対前年度比△８.５％（△６６億円）となっ

た。（臨時財政対策債を除く地方債は、対前年度比△４.２％（△２２億円）。） 

 

（第３表）歳入構成比 

（単位：千円、％） 

 

 

 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

市 町 村 税 312,446,334 36.0 311,556,887 36.5 889,447 0.3

地 方 譲 与 税 8,446,876 1.0 8,256,226 1.0 190,650 2.3

利 子 割 交 付 金 218,371 0.0 428,519 0.0 △ 210,148 △ 49.0

配 当 割 交 付 金 1,071,670 0.1 930,131 0.1 141,539 15.2

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 639,129 0.1 775,125 0.1 △ 135,996 △ 17.5

地 方 消 費 税 交 付 金 36,553,797 4.2 38,641,297 4.5 △ 2,087,500 △ 5.4

ゴ ル フ 場 利用 税交 付金 791,860 0.1 809,151 0.1 △ 17,291 △ 2.1

特 別 地 方 消費 税交 付金 0 0.0 0 0.0 0 -

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,266,665 0.1 2,620,624 0.3 △ 1,353,959 △ 51.7

自動車環境性能割交付金 372,073 0.0 0 0.0 372,073 -

地 方 特 例 交 付 金 4,739,324 0.6 1,574,580 0.2 3,164,744 201.0

地 方 交 付 税 113,796,866 13.1 111,360,610 13.1 2,436,256 2.2

交通安全対策特別交付金 368,220 0.0 371,322 0.0 △ 3,102 △ 0.8

分 担 金 ・ 負 担 金 6,113,708 0.7 7,490,757 0.9 △ 1,377,049 △ 18.4

使 用 料 11,148,719 1.3 12,084,661 1.4 △ 935,942 △ 7.7

手 数 料 4,264,715 0.5 4,140,212 0.5 124,503 3.0

国 庫 支 出 金 113,883,042 13.1 105,943,632 12.4 7,939,410 7.5

国有提供施設等所在市町村交付金 104,263 0.0 101,171 0.0 3,092 3.1

県 支 出 金 64,970,018 7.5 59,407,836 7.0 5,562,182 9.4

財 産 収 入 2,876,758 0.3 4,155,533 0.5 △ 1,278,775 △ 30.8

寄 附 金 5,424,505 0.6 3,390,373 0.4 2,034,132 60.0

繰 入 金 40,294,165 4.6 35,626,123 4.2 4,668,042 13.1

繰 越 金 18,936,492 2.2 17,801,670 2.1 1,134,822 6.4

諸 収 入 48,516,999 5.6 46,631,211 5.5 1,885,788 4.0

地 方 債 71,813,193 8.3 78,461,177 9.2 △ 6,647,984 △ 8.5

うち減収補てん債特例分 0 0.0 0 0.0 0 -

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 21,279,193 2.4 25,725,077 3.0 △ 4,445,884 △ 17.3

歳 入 合 計 869,057,762 100.0 852,558,828 100.0 16,498,934 1.9

区　　　分
令和元年度 平成30年度 増減比較
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＜第２図＞市・町村別歳入決算額構成比 

 

 

 

＜第３図＞歳入決算額構成比の推移 

 

 

 

※１ 各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利

用税交付金、自動車取得税交付金及び自動車税環境性能割交付金の合計である。 

※２ 国庫支出金は、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。 
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(第４表)市・町村別歳入構成比の推移 

（単位：千円、％） 

 

※１：各種交付金は、利子割交付金、配当割交付金、株式譲渡所得割交付金、地方消費税交付金 

ゴルフ場利用税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金及び自動車税環境性能割交付

金の合計である。 

※２：国庫支出金は、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含む。 

  

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

35.8 34.6 35.9 35.8 36.5 36.0 36.9 35.9 37.2 37.5 38.1 37.7 30.8 28.8 30.2 28.8 29.6 28.6

0.9 0.9 1.0 1.0 1.0 1.0 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

3.3 5.1 4.5 5.0 5.2 4.6 3.4 5.2 4.7 5.4 5.4 4.8 2.8 4.2 3.9 4.1 4.3 3.9

0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.5 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.6 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.5

15.3 14.7 14.2 13.4 13.1 13.1 13.3 12.6 12.1 11.3 10.9 10.9 24.8 24.2 23.9 22.4 22.4 22.5

11.4 11.8 12.6 12.6 12.4 13.1 12.1 12.5 13.4 13.8 13.5 14.3 8.1 8.5 9.0 8.0 7.5 7.9

6.4 8.1 6.3 6.8 7.0 7.5 6.3 8.3 6.4 6.9 7.0 7.3 6.8 7.1 5.9 6.4 7.0 8.4

9.0 8.3 8.4 8.3 9.2 8.3 9.3 8.2 8.8 8.6 9.3 8.7 7.7 8.9 6.3 6.9 8.7 6.3

6.9 6.9 6.2 6.1 5.5 5.6 7.7 7.7 6.8 6.7 5.8 5.6 3.3 3.2 3.4 3.7 4.1 5.7

10.9 9.5 10.8 10.8 9.9 10.3 10.0 8.6 9.5 8.7 8.9 9.2 14.4 13.8 16.1 18.4 15.1 15.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

53.5 50.9 52.8 52.7 51.9 51.8 54.6 52.0 53.5 53.2 52.7 52.3 48.4 45.8 49.6 50.9 48.7 49.5

46.5 49.1 47.2 47.3 48.1 48.2 45.4 48.0 46.5 46.8 47.3 47.7 51.6 54.2 50.4 49.1 51.3 50.5

特定財源 11.9 13.4 12.5 12.6 12.7 13.2 11.6 12.7 11.9 11.9 11.7 12.4 13.1 16.6 15.1 15.6 16.8 16.7

一般財源 13.9 12.3 12.4 12.5 11.9 12.3 13.1 11.6 11.6 11.1 11.0 11.0 17.6 15.6 15.9 18.2 15.6 17.8

特定財源 21.5 21.6 22.0 22.1 22.1 21.9 23.4 23.8 24.2 24.5 24.3 24.2 12.5 12.1 12.4 12.1 12.5 12.1

一般財源 52.8 52.7 53.1 52.8 53.4 52.6 51.9 52.0 52.3 52.5 53.0 52.4 56.8 55.8 56.6 54.1 55.1 53.5
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市　　町　　村　　計 市　　　　　　　　　　　　計 町　　　　　　村　　　　　　計

市 町 村 税

地方交付税

国庫支出金

県 支 出 金

地方譲与税

各種交付金

地方特例交付金

依存財源

臨
時

経
常

地   方   債
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（２）市町村税の状況 

市町村税収入額（国民健康保険税を除く）は３,１２４億円で、対前年度比＋０.３％（＋８.９億円）

となった。 

「市町村民税」については、所得割が＋０.９％（＋９億円）、法人税割が△１３.１％（△３７億円）

となったこと等により、全体としては対前年度比△２.０％（△２８億円）となった。 

「固定資産税」については、家屋分が＋３.３％（＋１９億円）、償却資産分が＋２.９％（＋１０億

円）となり、全体としては対前年度比＋２.０％（＋２８億円）となった。 

「軽自動車税」については、対前年度比＋４.５％（＋３億円）となった。 

税目構成は、市町村民税と固定資産税とで８８.３％を占めており、前年度（８８.５％）と同程度

である。 

 

(第５表)市町村税の状況 

   （単位：千円、％） 

 

 

 

 

 

 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

295,044,011 94.4 294,659,959 94.6 384,052 0.1

135,851,282 43.5 138,637,755 44.5 △ 2,786,473 △ 2.0

個人均等割 3,531,501 1.1 3,509,767 1.1 21,734 0.6

所 得 割 100,574,763 32.2 99,659,494 32.0 915,269 0.9

法人均等割 7,275,016 2.3 7,307,913 2.3 △ 32,897 △ 0.5

法 人 税 割 24,470,002 7.9 28,160,581 9.0 △ 3,690,579 △ 13.1

139,904,549 44.8 137,111,219 44.0 2,793,330 2.0

うち土地 44,097,512 14.1 44,180,630 14.2 △ 83,118 △ 0.2

うち家屋 58,640,940 18.8 56,744,516 18.2 1,896,424 3.3

うち償却資産 36,091,461 11.6 35,076,854 11.3 1,014,607 2.9

5,956,567 1.9 5,702,511 1.8 254,056 4.5

うち軽自動車税 5,900,514 1.9 － － － －

うち環境性能割 56,053 0.0 － － － －

13,328,402 4.2 13,205,202 4.2 123,200 0.9

3,211 0.0 3,272 0.0 △ 61 △ 1.9

0 0.0 0 0.0 0 －

17,402,323 5.6 16,896,928 5.4 505,395 3.0

898,696 0.3 851,971 0.3 46,725 5.5

4,516,542 1.5 4,254,704 1.4 261,838 6.2

11,987,085 3.8 11,790,253 3.8 196,832 1.7

312,446,334 100.0 311,556,887 100.0 889,447 0.3

事 業 所 税

都市計画税

合      計

市町村民税

固定資産税

特別土地保有税

法 定 目 的 税

入　湯　税

増減比較

軽自動車税

市町村たばこ税

鉱　産  税

区　　　分
令和元年度 平成30年度

法 定 普 通 税
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５ 歳出の概要 

（１）歳出決算額の特徴 

歳出決算額の構成比は、目的別内訳では、社会保障経費の増加により民生費が８年連続で歳出合計

の３０％を超えており増加傾向にある。また、性質別内訳で見ても、扶助費の割合が高まっている。 

 

(第６表)市・町村別歳出決算額構成比の推移 
（単位：千円、％） 

 

 

 

 

(第７表)歳出総額に占める単独事業費(普通建設事業費)の推移 
（単位：千円、％） 

 

 

※１ 単独事業費は狭義の単独事業費である。 ※２ 単独事業費率＝単独事業費÷歳出総額×１００ 

 

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

11.8 12.7 13.4 13.5 13.3 13.1 10.3 11.1 11.5 11.5 11.7 11.6 18.7 19.1 22.1 22.4 20.5 19.6

32.0 31.9 33.4 33.3 33.4 34.1 33.8 33.9 35.3 35.5 35.5 36.5 23.6 23.2 24.6 23.7 24.0 23.6

7.6 7.9 7.6 7.9 8.3 7.9 7.5 7.8 7.6 8.0 8.4 7.9 8.3 8.0 7.9 7.7 7.9 7.7

6.7 6.9 5.9 5.7 5.3 5.4 7.4 7.8 6.5 5.9 5.4 5.2 3.4 3.6 3.4 4.7 4.7 6.0

3.5 4.9 2.7 2.8 2.8 2.8 2.7 4.4 2.0 2.0 2.0 2.0 7.3 7.1 6.0 6.2 6.1 6.3

10.6 10.0 10.2 10.7 10.5 10.7 10.6 9.9 10.1 10.8 10.5 10.8 10.3 10.4 10.5 10.0 10.5 10.7

3.9 3.8 3.8 3.8 4.1 4.0 3.8 3.5 3.6 3.6 3.9 3.7 4.3 4.9 4.4 4.3 5.0 4.9

14.1 12.7 13.7 12.9 12.8 12.6 13.9 12.3 13.9 13.1 12.9 12.7 15.0 14.9 12.7 12.3 12.7 11.7

9.8 9.2 9.3 9.4 9.5 9.3 10.0 9.3 9.5 9.6 9.7 9.5 8.9 8.7 8.3 8.6 8.5 8.5

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 1.0

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

44.1 43.3 44.9 45.0 45.2 44.9 45.9 45.2 47.0 47.3 47.4 47.4 35.5 34.7 35.4 35.1 35.3 34.3

人 件 費 15.6 15.2 15.2 15.1 15.0 14.6 15.5 15.2 15.2 15.1 15.0 14.7 16.0 15.2 15.2 14.8 15.0 14.3

扶 助 費 18.6 19.0 20.4 20.5 20.7 21.0 20.3 20.8 22.2 22.6 22.7 23.2 10.6 10.8 11.9 11.6 11.7 11.6

公 債 費 9.8 9.2 9.3 9.4 9.5 9.3 10.0 9.3 9.5 9.6 9.7 9.5 8.9 8.6 8.3 8.6 8.5 8.5

14.6 16.0 14.9 14.7 15.4 15.5 14.0 15.2 14.5 14.2 14.5 14.5 17.4 19.9 16.3 16.7 19.3 19.6

普通建設
事 業 費

14.6 16.0 14.8 14.7 15.4 15.2 14.0 15.1 14.5 14.2 14.5 14.4 17.2 19.8 16.2 16.7 19.3 18.5

災害復旧
事 業 費

0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 1.1

失業対策
事 業 費

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

41.3 40.7 40.2 40.3 39.4 39.6 40.1 39.6 38.5 38.5 38.1 38.1 47.1 45.5 48.3 48.2 45.4 46.1

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

議会・総務費

市　　町　　村　　計
区　　　　分

農林水産業費

町　　　　　村　　　　　計

歳　出　合　計

そ　　の　　他

歳　出　合　計

性
質
別
内
訳

義務的経費

目
的
別
内
訳

その他の経費

消　　防　　費

公　　債　　費

商工・労働費

教　　育　　費

投資的経費

市　　　　　　　　　　　　計

衛　　生　　費

民　　生　　費

土　　木　　費

単   独 単   独 単   独

事業費 事業費 事業費

比   率 比   率 比   率

平成22年度 780,106,391 △ 1.0 69,176,357 △ 4.7 8.9 638,957,930 56,760,295 8.9 141,148,461 12,416,062 8.8

平成23年度 777,319,281 △ 0.4 60,545,799 △ 12.5 7.8 641,031,273 49,345,761 7.7 136,288,008 11,200,038 8.2

平成24年度 762,261,764 △ 1.9 54,813,028 △ 9.5 7.2 626,992,125 44,448,675 7.1 135,269,639 10,364,353 7.7

平成25年度 788,249,667 3.4 60,410,044 10.2 7.7 651,429,996 48,720,545 7.5 136,819,671 11,689,499 8.5

平成26年度 819,244,174 3.9 65,558,674 8.5 8.0 674,323,694 52,563,160 7.8 144,920,480 12,995,514 9.0

平成27年度 836,212,442 2.1 65,319,916 △ 0.4 7.8 684,463,207 50,252,803 7.3 151,749,235 15,067,113 9.9

平成28年度 824,396,957 △ 1.4 74,897,297 14.7 9.1 675,658,313 61,756,035 9.1 148,738,644 13,141,262 8.8

平成29年度 824,375,635 0.0 62,081,322 △ 17.1 7.5 671,857,116 47,430,387 7.1 152,518,519 14,650,935 9.6

平成30年度 819,045,691 △ 0.6 68,452,459 10.3 8.4 669,646,280 49,846,082 7.4 149,399,411 18,606,377 12.5

令和元年度 835,079,471 2.0 69,467,491 1.5 8.3 679,554,630 50,053,687 7.4 155,524,841 19,413,804 12.5

単独事業費 歳出総額 単独事業費年度

増減率 増減率

歳出総額 単独事業費 歳出総額

市　町　村　計 市　　　　　　　計 町　　　村　　　計
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（２）目的別歳出の状況 

「民生費」は、幼児教育・保育無償化に伴う施設への給付費等の増等により、対前年度比＋４.０％

（＋１１０億円）となった。 

「衛生費」は、ごみ処理施設改良事業費の減（安中市）、特別会計繰出金の減（渋川市）等により、

対前年度比△３.１％（△２１億円）となった。 

「商工費」は、地域振興施設整備（長野原町）等により、対前年度比＋３.８％（＋１６億円）とな

った。 

「土木費」は、中心市街地再生事業（前橋市）、八ッ場ダム関連町道整備（長野原町）等により、

対前年度比＋４.５％（＋３９億円）となった。 

「災害復旧事業費」は、令和元年東日本台風災害に係る災害復旧対応等により、対前年度比＋７４

２.１％（＋２４億円）となった。 

    

（第８表）目的別歳出決算額の状況 

（単位：千円、％） 

 

 

 

 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

5,805,938 0.7 5,927,229 0.7 △ 121,291 △ 2.0

103,133,567 12.3 103,374,086 12.6 △ 240,519 △ 0.2

284,618,747 34.1 273,662,438 33.4 10,956,309 4.0

65,695,338 7.9 67,767,272 8.3 △ 2,071,934 △ 3.1

1,487,105 0.2 1,477,024 0.2 10,081 0.7

23,027,565 2.8 22,701,736 2.8 325,829 1.4

43,045,463 5.2 41,464,593 5.1 1,580,870 3.8

89,636,006 10.7 85,760,709 10.5 3,875,297 4.5

33,053,753 4.0 33,829,596 4.1 △ 775,843 △ 2.3

104,813,438 12.5 105,020,256 12.8 △ 206,818 △ 0.2

2,734,268 0.3 324,685 0.0 2,409,583 742.1

77,993,702 9.3 77,726,298 9.5 267,404 0.3

34,581 0.0 9,769 0.0 24,812 254.0

835,079,471 100.0 819,045,691 100.0 16,033,780 2.0

商 工 費

公 債 費

労 働 費

消 防 費

土 木 費

増減比較

議 会 費

区　　　分

教 育 費

災 害 復 旧 費

諸 支 出 金

令和元年度 平成30年度

歳 出 合 計

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費
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＜第４図＞市・町村別歳出決算額の目的別構成比 

 

 

 

＜第５図＞歳出決算額の目的別構成比の推移 

 

 

 

13.1 11.6

19.6

34.1 36.5
23.6

7.9 7.9

7.7

5.4 5.2

6.0

2.8 2.0
6.3

10.7 10.8 10.7

4.0 3.7 4.9

12.6 12.7 11.7

9.3 9.5 8.5

0.1 0.1 1.0

0%

50%

100%

市町村計 市計 町村計

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

農林水産業費

商工・労働費

衛生費

民生費

議会・総務費

6,796億円 1,555億円8,351億円

13.1 12.8 12.3 13.1 11.8 12.7 13.4 13.5 13.3 13.1

29.3 30.4 31.6 31.1 32.0 31.9
33.4 33.3 33.4 34.1

7.7 8.1 7.8 7.3 7.6 7.9
7.6 7.9 8.3 7.9

7.9 7.9 7.6 7.2 6.7 6.9
5.9 5.7 5.3 5.4

2.7 2.8 2.9 2.7 3.5
4.9 2.7 2.8 2.8 2.8

11.5 10.9 11.0 11.5 10.6
10.0 10.2 10.7 10.5 10.7

3.8 3.7 3.9 3.8 3.9
3.8

3.8 3.8 4.1 4.0

13.4 13.2 12.6 13.5 14.1
12.7 13.7 12.9 12.8 12.6

10.2 10.0 10.2 9.7 9.8 9.2 9.3 9.4 9.5 9.3

0.4 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

0%

50%

100%

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 （年度）

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

農林水産業費

商工・労働費

衛生費

民生費

議会・総務費

8,3517,801 8,2448,362 8,1907,773 7,623 7,882 8,192 （億円）8,244
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（３）性質別歳出の状況 

ア 「義務的経費（人件費、扶助費、公債費）」は、対前年度比＋１.３％（＋４９億円）となった。 

・人件費は、退職者数の減等により、対前年度比△１.１％（△１４億円）となった。 

・扶助費は、幼児教育・保育無償化による給付費の増等により、対前年度比＋３.６％（＋６０億円）

となった。 

イ 「投資的経費（普通建設事業費、災害復旧事業費、失業対策事業費）」は２年連続の増となり、ピ

ークである平成５年度の５３％程度の水準となっている。 

・普通建設事業費は、補助事業費が△２.８％（△１５億円）となった一方、単独事業費が     

＋１.５％（＋１０億円）となったことなどにより、対前年度比＋０.６％（＋８億円）となった。 

・災害復旧事業費は、令和元年東日本台風による災害復旧事業等のため、＋７４２.１％（＋２４

億円）となった。 

  ウ 「その他経費」は、対前年度比＋２.５％（＋７９億円）となった。 

・物件費は、業務委託の増加等により、対前年度比＋３.９％（＋４６億円）となった。 

・補助費等は、プレミアム付商品券事業の実施等により、対前年度比＋３.１％（＋２４億円）と

なった。 

・貸付金は、制度融資預託金の減等により、対前年度比△９.０％（△２３億円）となった。 

 

 

（第９表）性質別歳出決算額の状況 

（単位：千円、％） 

 

 

 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

義務的経費 375,287,753 44.9 370,391,175 45.2 4,896,578 1.3

人　件　費 121,828,532 14.6 123,215,190 15.0 △ 1,386,658 △ 1.1

扶　助　費 175,466,420 21.0 169,450,631 20.7 6,015,789 3.6

公　債　費 77,992,801 9.3 77,725,354 9.5 267,447 0.3

投資的経費 129,282,634 15.5 126,069,271 15.4 3,213,363 2.5

普通建設事業費 126,548,366 15.2 125,744,586 15.4 803,780 0.6

災害復旧事業費 2,734,268 0.3 324,685 0.0 2,409,583 742.1

失業対策事業費 0 0.0 0 0.0 0 -

その他経費 330,509,084 39.6 322,585,245 39.4 7,923,839 2.5

物　件　費 121,527,773 14.6 116,929,713 14.3 4,598,060 3.9

維持補修費 8,024,572 1.0 7,162,392 0.9 862,180 12.0

補 助 費 等 81,487,557 9.8 79,071,980 9.7 2,415,577 3.1

積　立　金 12,872,351 1.5 11,551,344 1.4 1,321,007 11.4

投資・出資金 1,060,226 0.1 1,435,611 0.2 △ 375,385 △ 26.1

貸　付　金 23,442,199 2.8 25,764,800 3.1 △ 2,322,601 △ 9.0

繰　出　金 82,094,406 9.8 80,669,405 9.8 1,425,001 1.8

繰上充用金 0 0.0 0 0.0 0 -

835,079,471 100.0 819,045,691 100.0 16,033,780 2.0

増減比較
区　　　分

歳 出 合 計

令和元年度 平成30年度
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＜第６図＞市・町村別歳出決算額の性質別構成比 

 

 

 

＜第７図＞歳出決算額の性質別構成比の推移 

 
 

14.6 14.7 14.3

21.0 23.2

11.6

9.3
9.5

8.5

15.2
14.4

18.5

39.9 38.2

47.1

0%

50%

100%

市町村計 市計 町村計

その他の経費

普通建設事業費

公債費

扶助費

人件費

44.9

34.4

47.4

6,796億円 1,555億円8,351億円

義務的経費

17.2 17.2 17.1 15.9 15.6 15.2 15.2 15.1 15.0 14.6 

17.2 18.0 18.6 
18.1 18.6 19.0 20.4 20.5 20.7 21.0 

10.2 
10.0 10.2 9.7 9.8 9.2 

9.3 9.4 9.5 9.3 

15.1 13.3 12.4 
14.1 14.6 16.0 14.8 14.7 15.4 15.2 

40.3 41.5 41.7 42.2 41.4 40.6 40.3 40.3 39.4 39.9 

0%

50%

100%

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

その他の経費

普通建設事業費

公債費

扶助費

人件費

（億円）8,190 8,3518,2448,192 8,2447,801 7,773 7,623 7,882 8,362
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６ 財政構造の弾力性 

・経常収支比率 

経常収支比率は、扶助費や物件費等の経常経費充当一般財源が増加し、臨時財政対策債や市町村民税

（法人税割）等の経常一般財源収入額が減少したため、前年度に比べ１.１ポイント悪化して９５.６％

となった。経常収支比率が９０.０％以上の市町村は、県内３５団体中２５団体であり、前年度と同数

である。＜第８図＞ 

経常収支比率の内訳のうち、人件費及び公債費はそれぞれ経費が減少し、それらに係る経常収支比率

が低下・横ばいとなった。しかし、扶助費については、経費も増加しており、その経常収支比率も上昇

傾向にある。＜第９図＞ 

  

【経常収支比率の近年の推移】 

社会保障のために支出される扶助費や公債費など、経常的な経費に充てる一般財源が増加する一方、

地方税や地方交付税など経常一般財源が伸び悩んでいることなどから上昇（財政の硬直化）傾向にあっ

た。特に平成１６年度から平成１８年度にかけて行われた三位一体改革に伴い、地方交付税及び臨時財

政対策債の減少や、国庫補助負担金が廃止・縮小された事務に係る地方団体の経常一般財源所要額の増

加が、比率の高止まりに大きく影響していた。 

しかし、平成２２年度には、地方財政計画の歳出特別枠等によって地方交付税及び臨時財政対策債が

増加したことから、比率が大幅に改善した。 

なお、平成２３年度からは扶助費等の経常経費充当一般財源の増加が続く一方で、児童手当及び子ど

も手当特例交付金や減収補てん特例交付金（自動車取得税）の廃止などにより経常一般財源が伸び悩ん

でいることなどから再び上昇傾向にある。 

 

 

＜第８図＞経常収支比率の推移 
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＜第９図＞義務的経費に係る経常収支比率の推移 

 

 

 

（第10表）経常収支比率の段階別区分別団体数の推移 

 
 

 

 

 

 

25.4 25.6
25.1

24.0

24.0
23.5

23.5 23.9 23.7 23.4

15.4 15.4 15.3 15.4 15.4
15.0

15.5 15.7 15.5 15.5

8.9
9.3 9.7 9.9 9.8

10.5 10.9
11.5 11.6 11.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

（％）

（年度）

人件費

公債費

扶助費

平成２２年度 2 4 13 9 4 1 1 1 6／35 17.1

平成２３年度 1 3 5 19 4 1 1 1 9／35 25.7

平成２４年度 1 4 7 18 2 1 1 1 12／35 34.3

平成２５年度 1 3 7 20 2 2 11／35 31.4

平成２６年度 8 14 7 2 3 1 22／35 62.9

平成２７年度 3 13 10 6 2 1 16／35 45.7

平成２８年度 1 8 11 7 5 2 1 20／35 57.1

平成２９年度 11 15 6 3 26／35 74.3

平成３０年度 1 11 13 6 3 1 25／35 71.4

令和 元 年度 1 13 11 8 1 1 25／35 71.4

左の割合
（％）
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未満

90％以上
の団体
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～80

80
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75
～70

　　　　区分

　年度
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～85
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７ 地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移 

（１）地方債現在高の状況 

令和元年度末における地方債現在高は、対前年度比△０.２％（△１４億円）となり、７,５３２億

円であった。ただし、臨時財政対策債を除く地方債現在高は、対前年度比＋１.４％（＋５７億円）増

加し、４,０９４億円であった。 

地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加えた債務総額は８,３０８億円で

あり、歳入総額に対する割合は、対前年度比２.６ポイント減の９５.６％となっている。 

 

 

（第11表）債務の状況 

（単位：千円、％） 

 

 

 

＜第10図＞地方債現在高と臨時財政対策債の推移 

 

 

 

地方債全体① 増減率 うち臨時財政対策債①' 増減率 ② 増減率 ①＋② ③

714,562,671 1.8 237,363,339 19.3 53,137,455 △ 1.9 767,700,126 814,324,966 94.3

720,718,689 0.9 265,058,215 11.7 45,622,632 △ 14.1 766,341,321 811,067,781 94.5

723,097,543 0.3 291,572,919 10.0 39,923,468 △ 12.5 763,021,011 796,401,988 95.8

737,619,890 2.0 317,578,337 8.9 45,509,652 14.0 783,129,542 825,662,340 94.8

743,636,553 0.8 336,530,887 6.0 55,665,241 22.3 799,301,794 859,551,513 93.0

747,514,066 0.5 347,024,490 3.1 83,375,814 49.8 830,889,880 876,350,361 94.8

749,275,954 0.2 350,631,814 1.0 90,009,816 8.0 839,285,770 858,222,982 97.8

748,530,166 △ 0.1 351,850,060 0.3 80,943,315 △ 10.1 829,473,481 857,514,668 96.7

754,601,029 0.8 350,928,200 △ 0.3 82,188,776 1.5 836,789,805 852,558,828 98.2

753,181,576 △ 0.2 343,791,868 △ 2.0 77,666,600 △ 5.5 830,848,176 869,057,762 95.6

（①＋②）

   ／③

債務負担行為に係る
翌年度以降支出予定額

債務総額 歳入総額地方債現在高　　　　区分

年度

平成26年度

平成25年度

平成24年度

平成29年度

平成28年度

平成27年度

平成30年度

令和元年度

平成22年度

平成23年度

4,772 4,556 4,315 4,200 4,071 4,005 3,987 3,967 4,037 4,093

2,374 2,651 2,916 3,176 3,365 3,470 3,506 3,518 3,509 3,438
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4,000
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6,000

7,000

8,000
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＜第11図＞地方債現在高と標準財政規模に対する割合の推移 

 

 

 

（２）積立金の状況 

令和元年度末における積立金現在高は、対前年度比△８.８％（△１０９億円）となり、１,９１４

億円であった。これは、財政調整基金の取崩し額が増となったこと等による。 

 

（第12表）積立金の状況 

（単位：千円、％） 

 

 

 

7,146 7,207 7,231
7,376 7,436 7,475 7,493 7,485 7,546 7,532

4,596 4,625 4,654
4,714

4,679
4,779 4,721 4,750 4,666

4,666

155.5 155.8 155.4 156.5
158.9

156.4
158.7 157.6

161.7 161.4

150.0

155.0

160.0

165.0

170.0

175.0

180.0

185.0

190.0

195.0

200.0

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

（％）（億円）

（年度）

地方債現在高 標準財政規模 地方債現在高÷標準財政規模（右目盛）

　　　　 区分
年度 財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金 合　　　計 増減率

平成22年度 87,145,104 12,954,086 58,771,759 158,870,949 12.0

平成23年度 100,147,356 15,072,163 63,312,982 178,532,501 12.4

平成24年度 109,961,115 15,022,517 66,450,944 191,434,576 7.2

平成25年度 116,981,889 16,496,578 71,781,918 205,260,385 7.2

平成26年度 112,200,304 16,905,400 70,326,591 199,432,295 △ 2.8

平成27年度 122,878,173 16,616,072 71,817,795 211,312,040 6.0

平成28年度 123,462,340 18,665,735 72,423,438 214,551,513 1.5

平成29年度 114,671,160 17,646,111 77,609,506 209,926,777 △ 2.2

平成30年度 114,574,156 14,535,934 73,218,091 202,328,181 △ 3.6

令和元年度 108,447,163 11,706,968 71,229,761 191,383,892 △ 8.8
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（３）地方債、債務負担行為及び積立金現在高の状況 

地方債現在高に債務負担行為に基づく翌年度以降支出予定額を加え、積立金現在高を差し引いた額

（地方債及び債務負担行為による実質的な将来の財政負担）は、６,３９５億円となった。これは、

標準財政規模に対する比率にして１３７.０％の規模となっており、前年度に比べて１.０ポイント増

加した。 

 

 

（第13表）地方債、債務負担行為及び積立金現在高の状況 

（単位：千円、％） 

 

 

 

＜第12図＞地方債、債務負担行為及び積立金現在高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度 平成30年度 増減額 増減率

753,181,576.0 754,601,029.0 △ 1,419,453.0 △ 0.2

77,666,600.0 82,188,776.0 △ 4,522,176.0 △ 5.5

191,383,892.0 202,328,181.0 △ 10,944,289.0 △ 5.4

639,464,284.0 634,461,624.0 5,002,660.0 0.8
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Ａ＋Ｂ－Ｃ
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８ 東日本大震災に係る事業 

（１）復旧・復興事業 

東日本大震災に係る復旧・復興事業に要した経費は１.２億円で、対前年度比△３４.２％（△０.

６億円）となった。 

・主な事業 被災自治体職員派遣事業、放射線測定・汚泥処理委託等 

・主な歳入 被災自治体派遣職員給与費負担金、その他一般財源等 

 

（２）全国防災事業 

東日本大震災に係る全国防災事業に要した経費は２０億円で、対前年度比＋５.２％（＋０.９億円）

となった。 

・主な事業 全国防災事業債の償還金等 

・主な歳入 一般財源等 

  

 

（第14表）東日本大震災関連の各事業に係る歳入 

（単位：千円、％） 

 

 

 

（第15表）東日本大震災関連の各事業に係る目的別経費 

（単位：千円、％） 

 

 

項　　　目
復旧・復興事業 全国防災事業

令和元年度 平成30年度 増減額 増減率 令和元年度 平成30年度 増減額 増減率

31,002 80,658 △ 49,656 △ 61.6 0 0 0 －

0

国庫支出金 23,086 26,656 △ 3,570 △ 13.4 0

県支出金

0 0

0 0 －

5,900 9,280 △ 3,380 △ 36.4 0

0 0 －

0 －

0 0 0 － 0

0 0 － 0

－

2,735 2,808 △ 73 △ 2.6 0

0 0 －

54,026 16,672 37,354 224.1 0 0

0

0 －

0 0 0 － 0 1,500 △ 1,500 皆減

37,199 54,109 △ 16,910 △ 31.3 1,967,819 1,868,547 99,272 5.3

うち震災復興特交 1,603 1,531 72 4.7 0 0 0 －

153,948 190,186 △ 36,238 △ 19.1 1,967,819 1,870,047 97,772 5.2

0 0 －0 3 △ 3 △ 100.0 0

計

分担金・負担金

一般財源等

地方債

諸収入

繰入金

寄附金

財産収入

繰越金

増減率

0

復旧・復興事業 全国防災事業

令和元年度 平成30年度 増減額 増減率 令和元年度 平成30年度 増減額

－

31,878 80,160 △ 48,282 △ 60.2 0 0 0 －

12,150 △ 7,833 △ 64.5 0 0

00 0 － 0

0 －

0

衛生費 43,542 49,500 △ 5,958 △ 12.0 0

4,317

0 0

0 0 －

0 0 0 － 0

0 0 －

0 －

2,103 2,138 △ 35 △ 1.6 0

12,612 △ 1,427 △ 11.3 0

－

174 176 △ 2 △ 1.1 0

0 0 －

17,013 13,980 3,033 21.7 0 1,944

11,185

11,015 12,694 △ 1,679 △ 13.2 0 0

0 0 0 －

△ 1,944 皆減

0

0 0 0 － 1,967,819

－

2,108 4,023 △ 1,915 △ 47.6

1,868,103 99,716 5.3

123,335 187,433 △ 64,098 △ 34.2 1,967,819 1,870,047 97,772 5.2計

公債費

災害復旧費

教育費

消防費

商工費

土木費

農林水産業費

労働費

民生費

総務費

議会費

項　　　目
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